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公有水面埋立承認と行訴法 9条 2項にいう「関係法令」など

事実の概要

　沖縄防衛局は、普天間飛行場の代替施設（以下
「本件飛行場」という）の設置目的で名護市辺野古
の水域（以下「本件埋立区域」という）を埋め立て
るため、公有水面埋立法（以下「法」という）42
条 1 項に基づく公有水面埋立承認を求めて公有
水面埋立承認願書を提出し、平成 25 年 12 月 27
日、沖縄県知事は承認処分（以下「本件埋立承認」
という）をしたが、平成 30 年 8月 31 日、県副知
事（地方自治法 153 条 1 項により委任を受けている）
は、本件埋立承認後に判明した事情によれば本件
の埋立が法 4条 1項 1号、2号の要件に適合して
いないとの理由で、本件埋立承認を取消（以下「本
件取消」という）した。沖縄防衛局は本件取消に
つき、国土交通大臣に対して審査請求をし、平成
31 年 4 月 5 日、同大臣は本件取消を取り消すと
の裁決（以下「本件裁決」という）をした。そこで、
本件埋立区域周辺に居住するＸらが、飛行機の騒
音等による被害を受けるなど環境上の利益が損な
われること等を理由に、本件裁決の取消を求める
訴えを提起した。

判決の要旨

　１　「埋立承認に係る法の規定に加え、環境基
本法や、埋立地の用途に係る環境影響評価につい
て定める法令の趣旨及び目的をも参酌すると、埋
立地の用途が法定環境保全計画に違背しないこ
とを埋立承認の要件として定める法の規定は、当
該用途が飛行場及びその施設の用地である場合に
は、当該飛行場の供用に伴い生ずる航空機騒音等

によって埋立区域の周辺に居住する住民に健康又
は生活環境の被害が生ずることを防止し、もって
健康で文化的な生活を確保し、良好な生活環境を
保全することも、その趣旨及び目的とするものと
解するのが相当である。」

　２　「当該飛行場の供用に伴い生ずる航空機騒
音等に係る被害を直接的に受けるのは、当該飛行
場の存する埋立地の周辺の一定範囲の地域に居住
する住民に限られ、これら住民が直接的に受ける
被害の程度は、その居住地と埋立地との近接の度
合い等によっては、その健康又は生活環境に係る
著しい被害を受ける事態にも至りかねない……。
被害の内容、性質、程度等に照らせば、この具体
的利益は、一般的公益の中に吸収解消させること
が困難なものというべきである。」

　３　「航空機騒音環境基準告示は、航空機騒音
に係る人の健康を保護し、及び生活環境を保全す
る上で維持されることが望ましい基準（環境基準）
を、専ら住居の用に供される地域につきW値 70
以下としている。〔Ｘ〕らの居住地は、70W線の
外側に位置するものの、本件騒音予測図における
70W線との距離は 90.1m ～194.0m にとどまり、
70W線の付近に位置するものということができ
る。……Ｘらについては、本件施設の供用に伴い
生ずる航空機騒音等による健康又は生活環境に係
る著しい被害を直接的に受けることが想定される
地域に居住するものというべきであり、上記の著
しい被害を直接的に受けるおそれのある者に当た
ると認められる」。
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判例の解説

　一　本件における争点と本稿の検討対象
　本件では主に次のようなことが争点となった
（他の争点の紹介は省略する）。まず、①本件取消は、
本件承認の後に生じた事情により法4条1項1号、
2号の要件への適合性がなくなったことを理由に
なされ、また、本件裁決は、1号、2号の適合性
のみを審査し 3号以下の要件適合性を審査せず
になされた。そこで、本件裁決の根拠法令は 1号、
2号のみなのか、それとも、埋立承認の根拠とな
る法令は 3号以下も含めてすべて本件取消の根
拠法令となり、したがって本件裁決の根拠法令と
もなり、引いては原告適格を基礎づける可能性の
ある規定となるのか、ということである。
　次に、② 1、2号以外の要件規定も本件裁決の
根拠法令に当たるとした場合、航空機による騒音
等による被害を受けないという利益が、周辺住民
の原告適格を基礎づけるかどうか、ということで
ある。
　さらに、③周辺住民の原告適格が認められうる
として、原告適格が認められる住民の範囲如何、
ということである。
　本稿では、①は行政法の解説に委ね、②③を検
討対象とする。

　二　埋立承認要件と周辺住民の原告適格
　１　法 4条 1項の保護する利益――特に 3号と
　　　保護範囲要件について
　法 4条 1 項は、一定の要件に適合しない場合
には埋立を認めないこととし、「其ノ埋立ガ環境
保全及災害防止ニ付十分配慮セラレタルモノナル
コト」（2号）、「埋立地ノ用途ガ土地利用又ハ環
境保全ニ関スル国又ハ地方公共団体（港務局ヲ含
ム）ノ法律ニ基ク計画ニ違背セザルコト」（3号）
という要件を掲げている（他の要件は省略）。本件
では、埋立それ自体ではなく、埋立地の用途――
飛行場――による騒音等が問題となっているので
（厳密には、埋立自体による環境上の利益侵害につい
ても争われているが、主要には飛行機による騒音等
が問題となっている）、3号要件がどのような利益
を保護しようとしているのか、ということが重要
である（一審（那覇地判令 4・4・26 判時 2646 号 30 頁）
は、1、2 号のみが本件裁決の根拠法令だから 3号は
問題にならないとしているが、実際には、3号要件に

ついても検討している。原審（福岡高那覇支判令 6・
5・15 判時 2646 号 17 頁）及び本判決は、1、2 号だ
けでなく 3号以下の要件についても、本件裁決の根
拠法令であるとの判断をしている）。
　さて、3号は航空機騒音等による被害から住民
を保護しようとしていると解されるだろうか。こ
の点について、本判決は、環境基本法や環境影響
評価法（以下「アセス法」という）の趣旨・目的を
（そしておそらく沖縄県環境影響評価条例（以下「本
件条例」という）の趣旨・目的も）参酌すると、「埋
立地の用途が法定環境保全計画（3号にいう「環
境保全ニ関スル……法律ニ基ク計画」のこと）に違
背しないことを埋立承認の要件として定める法の
規定」は、（用途が飛行場の場合には）航空機騒音
等による「健康又は生活環境の被害」を防止する
ことをその趣旨・目的としていると解した。その
結論の導出の論理は、今一つよく分からないとこ
ろがあるが、本判決は以下のような順序で論じて
いる。
　（ア）まず、3号は用途が法定環境保全計画に
違背しないことを要件として掲げ、また、法は願
書に省令で定める図書を添付すべきものとし（法
42 条 3 項、2 条 3 項）、法施行規則 3 条は環境保
全図書（8号）等を添付すべき図書としているが、
環境保全図書とは埋立及び埋立地の用途に関する
環境影響評価に関する資料を含む環境保全措置を
記載した図書をいう。この図書を踏まえて用途が
法定環境保全計画に違背しないかどうかが審査さ
れる。
　（イ）法定環境保全計画には環境基本法 17 条
に基づく公害防止計画が含まれる。公害は（相当
範囲に渡る人為的な）大気汚染、騒音等により健康・
生活環境に係る被害が生ずることであるが（同法
2条 3項）、同計画はこうした公害の発生を防止す
るための総合的な施策を講ずることを趣旨・目的
とし、3号についても、こうした趣旨・目的を踏
まえて審査することが求められる。
　（ウ）アセス法は、埋立それ自体とは別に、一
定の要件を満たす飛行場を環境影響評価を実施す
べき事業類型の一つとしており（2条 2項 1号ニ）、
環境影響評価項目として「騒音」が主務省令で定
められている。
　また、同法は、同法の対象事業以外の事業につ
いて環境影響評価について地方公共団体が環境影
響評価手続を定めることを妨げるものではなく



新・判例解説 Watch ◆ 環境法 No.133

3vol.40（2027.4） 3

（61 条 1項）、地方公共団体の定める環境影響評価
条例は同法の趣旨を尊重するものとし、本件条例
は飛行場を規模を問わず対象事業としている。ま
た、本件条例は、健康の保護及び生活環境の保全、
公害等の環境保全上の支障が未然に防止されるこ
とを旨として環境影響評価技術指針を定めるもの
としており、（県環境基本条例に照らしても）本件
条例は、人の健康・生活環境の保全を図ることを
趣旨・目的とし、3号と共通する面がある。
　以上のことから、埋立地の用途が飛行場で、ア
セス法または本件条例に基づく環境影響評価書が
作成されている場合には、法は、当該環境影響評
価書を願書に環境保全図書として添付することを
許容している。
　（エ）以上から、環境基本法や、埋立地の用途
に係る環境影響評価について定める法令の趣旨・
目的を参酌すると、3号の規定は、当該用途が飛
行場である場合には、航空機騒音によって健康・
生活環境の被害が生ずることを防止し、健康な生
活の確保・生活環境の保全を趣旨・目的とすると
解される。
　以上が、3号は住民の健康・生活環境を保護法
益としているという結論を導出する本判決の論理
の過程である。しかし、次の点が気にかかるとこ
ろではある。
　本件では、環境影響評価は、埋立事業自体につ
いてはアセス法に基づいて実施されているが、埋
立地の用途である本件飛行場については、アセス
法の対象事業ではないので１）、本件条例に基づい
て実施されている２）。そうすると、アセス法は、
2号との関係では関連法令といえても、用途（飛
行場）に適用されないため 3号との関係では関連
法令ではないのではないかということが問題にな
りそうである。実際、一審は、本件飛行場の設置
との関係ではアセス法は 3号の関連法令には該
当しない旨述べていた（「第 4　当裁判所の判断（1）
3（2）ア 85 頁右）。
　また、3号の審査それ自体としては、本件条例
に基づく環境影響評価の結果を考慮しなければな
らないものではないから、やはり 3号の関連法
令とはいえないのではないか、という問題もあり
そうである。同様の問題は、東京都環境影響評価
条例を都市計画法の関連法令としていた最判平
17・12・7（小田急高架化訴訟）にもあった３）。
　この点に対する本判決の考え方は、手短にいえ

ば、アセス法は適用されないけれども、そして本
件条例は本件条例に基づいて実施された環境影響
評価の結果の配慮を処分権者に義務づけないけれ
ども、関連法令だ、ということになろう。以下、
敷衍する。アセス法は、一定要件を満たす飛行場
について環境影響評価の対象事業とし、「騒音」
を評価項目にしている。本件飛行場は、アセス法
上は対象事業になっていないものの、飛行場は潜
在的に騒音公害の原因になることをアセス法は想
定しているといえる（この点で、アセス法が飛行場
を潜在的公害原因としていることの趣旨・目的が参
照されることになる）。実際、アセス法は、地方公
共団体がアセス条例を制定してアセス法の対象事
業となっていない事業を条例対象事業とすること
を妨げていないのであって、しかも、地方公共団
体による環境影響評価に係る施策がアセス法の趣
旨を尊重するものとしている。そして、本件飛行
場は本件条例の対象事業とされ、騒音も評価項目
とされている。そうすると、アセス法は自ら本件
のような規模の飛行場を規律対象にはしないもの
の、それを規律対象とするかどうかを地方公共団
体の環境影響評価条例に委ね、本件条例はそれを
承けて規律対象としたのであって、（アセス法の委
任条例ではないが）アセス法の系譜に繋がるとい
える。その意味で、3号と本件条例との間には、
法的に必然的な結びつきまではないものの、法的
な連関は認められるといいうる４）５）。
　3号が航空機の騒音による健康・生活環境に係
る被害を受けない利益を保護しているという本判
決を以上のように理解したとして、若干の疑問が
ないでもない。アセス法や本件条例を関係法令と
して参照する必要があったのか、別言すれば、ア
セス法や本件条例がなければ別の判断になったの
か、ということである。3号によれば、埋立地の
用途事業は公害防止計画を含む法定環境保全計画
に違背してはならない。公害防止計画に違背して
はならないのは、人為的な騒音等による健康・生
活環境に係る被害を生じさせないためであろう。
公害防止計画は環境基本法 17 条に基づくものだ
し、公害の定義も環境基本法 2条 3 項に規定さ
れているので、環境基本法のこれらの条文は当然
に関連法令として3号の趣旨解釈において参照す
る必要があるとはいえようが、アセス法やアセス
条例は参照しなくとも、同じ結論を導けるだろう。
関連法令として参照できそうな法令がない場合に
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原告適格を否定するような解釈がされかねない、
という指摘６）があることに留意すべきである（環
境影響評価条例はすべての地方公共団体で定められ
ているわけではない）７）。

　２　個別保護要件
　個別保護要件については、本判決は、裁決が根
拠法令に反して行われた場合どのような内容・性
質の利益がどのような態様・程度で害されるか、
という観点に照らして、判決の要旨２のように述
べ、これを肯定した。この点については、最高裁
の定番のフレーズであること、なぜ「著しい被害」
を受ける者に限定されるのか批判されている等の
ことは、周知の通りである。後者につき、「著し
い被害」というと特に酷い被害というような印象
を受けるが、たんなる不快や迷惑に止まらないと
いう程度の意味と捉えることもできるかもしれな
い。この点は、次の三の論点とも関わる。

　三　原告適格を有する者の範囲――健康または
　　　生活環境に係る著しい被害を直接的に受け
　　　る者
　「著しい被害」とはどのような被害か。一審は
75W ECPNL（加重等価継続感覚騒音レベル。以下W）
を基準とした（なお、本件では、環境影響評価書に
騒音予測図が含まれており、どの審級でもこれが重
視されている）。これは、一審が、（損害賠償請求に
ついての）「社会生活上受忍すべき限度を超える」
被害が「著しい被害」に当たるとしたことによ
る８）。そして、防衛施設周辺環境整備法、航空機
騒音障害防止法により、75W以上の区域を、「障
害が著しいとして、国が、一定の財政上の支出を
伴う措置を講ずべきものとされている」ことから、
受忍限度を超えるのは 75W以上の場合であると
した。しかし、最判平元・2・17 民集 43 巻 2 号
56 頁（新潟空港事件）は、「法的手段に訴えるこ
とを許容しうるような利益侵害」かという観点か
ら「航空機の騒音によって社会通念上著しい障害
を受けることとなる者」に原告適格を認めたので
あって、原告適格が認められるために受忍限度を
超えることが必然的に要請されるわけではないだ
ろう。
　これに対し原審と本判決は 70Wを超える場合
を「著しい被害」とした。その理由として両判決
が挙げているのは、航空機騒音に関する環境基準

が、専ら住居の用に供される地域についてはW
値 70 以下（それ以外の地域については 75W）とさ
れているということである。環境基準は、「人の
健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持
されることが望ましい基準」（環境基本法16条1項）
であり、これを超えたからといって直ちに被害が
生ずるわけではないけれども、「法的手段に訴え
ることを許容しうるような利益侵害」かどうかの
判断基準としては、十分ありうるものと考えられ
る。もっとも、実際の環境基準が、科学的知見に
支えられた適切なものになっていることが前提で
はある。

●――注
１）本件で設置予定の飛行場の滑走路の長さは 1800m で
あるが、アセス法の対象事業となる飛行場は滑走路が
1875m以上のもの。

２）本件条例では、飛行場はすべて対象事業。
３）この判決については、例えば、「処分要件に直接関わる
法令でなく、処分の根拠法規の趣旨を間接的に推認させ
るにとどまる法令も、『当該法令と目的を共通にする関
係法令』として広く検討すべきという立場をとったもの」
というような説明の仕方もあった。宇賀克也「判批」環
境法判例百選〔第 3版〕67 頁。

４）環境影響評価が実施されている場合には当該環境影響
評価書を環境保全図書として利用することを法は許容し
ている、という本判決の言い回しは、そういう意味合い
を含んでいるのではないだろうか。「許容している」と
いうのは「禁止していない」ということで、法的な連関
としてはだいぶ弱いものを感じさせる。しかし、環境保
全図書は、埋立地の用途が法定環境保全計画に違背しな
いかどうかの審査の十分な材料になるものであればよ
く、環境影響評価書でなくともよいので、それもあっ
て「許容している」という表現を用いただけではないか。
たんに消極的に「許容している」に過ぎないのではなく、
アセス法及び本件条例と 3号との間のより積極的な結び
つきを見出すことも可能なように思われる。

５）その意味では、アセス法が施行される以前の処分が問
題となっていた小田急高架化訴訟の場合よりも、処分の
根拠法令とアセス条例の結びつきを説明しやすかったか
もしれない。

６）阿部泰隆「判批」環境法判例百選〔第 2版〕107 頁。
７）もっとも、公害防止計画が策定されていない地域の場
合、原告適格が認められても、本案で公害防止計画違背
の主張をしても意味がない。

８）75Wを超えている場合に受忍限度を超えるとする最近
の裁判例として、横浜地判令 7・11・19 裁判所ウェブサ
イト、横浜地判令 6・11・20 裁判所ウェブサイト等が見
られる。


